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はじめに

　WHO は、1970 年代からヘルスケアにお

ける多職種連携教育（IPE：Interprofessional  

Education、以後、IPE）の重要性に着目し、欧

州の研究班による報告書が作成された。現在、

IPEは、英国を始めとして欧州、米国など各国

で取り組まれている。IPEの目的は、多職種連

携協働（IPW：Interprofessional Work）の質を改

善すること、ケアの質を改善することであり、

多職種あるいは保健医療福祉の様々な専門領域

を学ぶ学生が、同じ場所で相互理解し、相互作

用しながら学習しあうという方法を用いる卒前

教育・卒後教育である。英国では、IPEは保健

医療福祉専門職養成課程を持つ大学で義務化

され、保健医療福祉専門職および組織連携に

結び付く IPE推進を目的に、専門職連携教育推

進センター (CAIPE：Center for the Advancement 

of Interprofessional Education、以後、CAIPE)が

1987年に設立されている。

　わが国では、人口の高齢化や疾病構造の変化

に伴い、高齢者や障害者の残された機能を積極

的に生かしながら生活全体の質（QOL）を高め

るケアや「医療と福祉」、「施設と在宅」という異

なる領域との継続・連携したケアが必要となり、

介護関係（保健、医療、福祉）の人材育成が重要

な課題である（文部科学省，1997）。そこで、大

学などで共通に必要な資質を修得するための基

本的な共通カリキュラムを開発し、各大学では

教育内容の工夫、改善を進めることが望まれ、

カリキュラムの中に専門教育とともに IPEが位

置づけられるようになった。1989年に東京慈

恵医科大学での取組みが始まって以来、保健医

療福祉の学士課程で IPEが開始されて20年近く

経過したが、看護学教育の中で広く認識されて

いるとは言い難い。また、地域医療および介護

を総合的に確保するための基本的な方針（厚生

労働省，2014）で、質の高い医療・介護人材の

確保と多職種連携の推進が打ち出された。人材

の育成に当たっては、医療および介護を取り巻

く環境の変化に対応し、地域包括ケアシステム
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を構築する観点から、医療および介護の連携の

核となる人材の育成を図りつつ、多職種が連携

して取り組む環境づくりを進めていくことの重

要性が示された。

　2015年度に開学した岐阜聖徳学園大学看護

学部では、厚労省の基本的方針に加え、大学の

特色として本学部設置趣旨でカリキュラムに

「多職種連携」を位置づけ、多職種が連携・協

働するための基礎的能力を備えた看護の専門的

職業人の育成に取組むことを目標の一つに挙げ

た。IPEをカリキュラムに取り入れている大学

のほとんどは、医学、看護学、理学・作業療法

学、薬学等の保健医療福祉に関する学部と合同

して開講している。地域包括的ケアを効果的に

進めるためには、医療チーム内の多職種連携に

とどまらず、保健医療福祉の連携とともに教育・

行政との連携は重要であるにも関わらず、あま

り認識されていない。

　本学は看護学部以外の保健医療福祉関連の学

部を有していないが、教育学部を併設している

ことから、本学ならではの教育職との連携を学

ぶことができると考える。看護職には専門職と

して周囲を変革する力や多様化するニーズに対

応できる力が求められている。そのため、多職

種が連携・協働するための基盤を備えた看護職

の育成は急務の課題である。

　そこで、本学部では、多職種連携のコアコン

ピテンシーの一つである「コミュニケーション

力」と「連携協働できる基礎的能力」を育成する

ための IPEの構築をめざし、多職種連携ワーキ

ンググループ（以後、ワーキンググループとす

る）を立ち上げた。

　本稿では、このワーキンググループの立ち上

げから IPEの教育目標の設定までの経過、今後

の課題と方向性を報告する。

Ⅰ　多職種連携ワーキンググループの立ち上げ

　IPWではチーム医療が強調され、多職種が連

携して医療に携わる重要性が指摘されている

が、主に医療関係者間の連携や保健医療福祉と

の連携に焦点が当てられているため、それ以外

の教育や行政との連携を含めた多職種連携の基

礎的学習が必要である。

　本学部では、IPEをカリキュラムの特徴の一

つに挙げている。「多職種連携論」を1年次前期

に配置し、連携の基礎的知識を学習するととも

に連携の重要性の認識を高め、その後の講義・

実習でも意識的に学習できることを意図した。

　しかし、オムニバスで展開する「多職種連携

論」に携わる教員間で認識に差があることが明

らかになった。そこで、一貫した IPEを実践す

ることは必要不可欠であることから、教員間の

意志統一を図り、以下の3点を目標に、2015年

9月にワーキンググループを立ち上げた。

① 本学部における多職種連携の概念を明確に

し、教育の方向性を統一する。

② 文献検討を通して、多職種連携の臨床と教育

の現状を把握する。

③ 本学部1年次の授業科目「多職種連携論」から

4年次「多職種連携実践演習」まで、学年毎の

多職種連携に関する到達・行動目標を設定し、

教育目標の達成を目指す。

　ワーキンググループメンバーは、小児・在宅・

精神・公衆衛生看護学領域の教員５名で構成し

た。会議は不定期に月１～２回開催した。関連

する研修会に参加し、その内容を学内FD研修

会で伝達講習を行なうとともに、文献検索・検

討を行った。文献検索の結果は以下のとおりで

ある。

Ⅱ　「多職種連携」の概念の検討

１�．「チーム医療」と「多職種連携」に関する文献

検索

　ワーキンググループでは、群馬大学多職種連

携教育研究研修センター（WHO協力センター）

主催の IPEトレーニングコース2015で用いられ

ていた「IPE」、「IPW」という用語を使用するこ

ととした。

　しかし、文献検索を進めると、「チーム医療」、

「他職種連携」、「専門職連携」など、類似する用



岐阜聖徳学園大学看護学研究誌
第二号　2017

－23－

岐阜聖徳学園大学における多職種連携教育の構築（第１報）

語が多くあり、混同して使用されている傾向に

あった。そこで、医療・看護分野でよく使用さ

れている「チーム医療」と「多職種連携」の文献数

の推移を比較した。

　細田（2012）は、医中誌による「チーム医療」

に関する論文検索数について、1987年 34件、

1997年には 280件、2007年には 4378件と急速

に増加していると報告している。同様に「チー

ム医療」をキーワードとして、医中誌Web ver.5

を用いて 1987年から検索したところ、2010年

6391件、2014年8143件とさらに増え続けてい

た。細田 (2012)は「『チーム医療』という言葉は、

近年急激に関心が高まってきており、医師や薬

剤師やそのほかの医療従事者の間でも『チーム

医療』が広範に使われるようになり、今日の医

療界において、医師・コメディカルも含めた医

療専門職がめざすところの医療の形を表現する

ためのキーワードとなっている。」と述べてい

る。

　一方、「多職種連携」をキーワードとして、医

中誌Web ver.5を用い検索した結果、2000年か

ら 2014年までの間で 1661件であった。2000

年 2件から始まり、2005年 8件、2008年 29件、

2009年120件、2010年96件、2014年558件であり、

特に 2009年はその増加率は大きく、2010年以

表１　�医中誌による「チーム医療」、「多職種連携」

に関する文献検索数

年 チーム医療 多職種連携 計

1 9 8 7 30 30
1 9 8 8 44 44
1 9 8 9 40 40
1 9 9 0 44 44
1 9 9 1 48 48
1 9 9 2 119 119
1 9 9 3 86 86
1 9 9 4 135 135
1 9 9 5 187 187
1 9 9 6 204 204
1 9 9 7 280 280
1 9 9 8 335 335
1 9 9 9 543 543
2 0 0 0 656 2 658
2 0 0 1 1032 1032
2 0 0 2 1265 3 1268
2 0 0 3 2049 7 2056
2 0 0 4 2523 3 2526
2 0 0 5 3016 8 3024
2 0 0 6 3682 20 3702
2 0 0 7 4378 28 4406
2 0 0 8 4962 29 4991
2 0 0 9 6067 120 6187
2 0 1 0 6391 96 6487
2 0 1 1 7485 187 7672
2 0 1 2 7861 200 8061
2 0 1 3 7830 400 8230
2 0 1 4 8143 558 8701
計 69435 1661 71096

図１　医中誌による「チーム医療」、「多職種連携」に関する文献検索数（年推移）
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降も増加傾向であった（図１・表１）。「多職種

連携」の検索の結果、その大半は会議録や解説

であり、原著論文は175件であった。原著論文

の内訳は、表2に示す。「多職種連携」に関する

論文のうち、41件 (23.4%)が症例・事例報告で

あった。

　以上の結果より、「チーム医療」に関する論文

は、1980年代より徐々に増加を続け、2001年

から年間1000件を超え、急激に増加している。

「多職種連携」に関する論文は2000年から出現

し、「チーム医療」と比較すると少ないもののこ

こ数年の増加率は大きい。

２�．「チーム医療」と「多職種連携」に関する概念

整理

　WHOでは 1970年代からヘルスケアにおけ

る IPE の重要性に着目し、1988 年“Learning 

together to work together for health”で「健康のた

めに協働していくには共に学ぶことが重要であ

る」と報告し、「共に学ぶことにより、医療職者

の態度の変化、共通した価値観の確立、チーム

の編成、問題の解決、ニーズへの対応、実践の

変化、専門職の変化が期待される」と IPEを推

奨している。しかし、わが国では、当時、医師

以外の医療職はパラ・メディカルと呼ばれ、専

門職として同等の立場で受け入れられる状況で

はなかったことから、IPEに対する関心は低かっ

た（松岡，2013）。

　人口の高齢化、疾病構造の変化などから、こ

れまでの施設完結型から在宅・地域へとサービ

ス体系の転換が図られるようになり、そのサー

ビス提供ケアの一環として複数領域の専門職が

関わる連携と協働の重要性が認識されるように

なった。西梅（2010）は、「保健医療福祉領域の

専門職が関わる問題は、複合課題を抱え各領域

の専門性のみで問題を解決することが困難と

なってきており、連携や協働による支援が必要

不可欠になってきている」と述べている。保健

医療福祉分野における多職種連携の研究はここ

20年の間に急速に発展し、このような近年の

動向が「チーム医療」と「多職種連携」に関する論

文数の推移に表れていると考える。

　論文数が示すように、看護を含め医療従事者

間では「チーム医療」という用語が多く使われて

いる。しかし、松岡（2013）は、「チーム」自体が

多職種連携の総体を示していないことに加え、

「医療」という言葉の限定の元で、社会福祉領域

との連携がみえにくく、非常に狭い範囲での多

職種連携を示しているように誤解されると指摘

している。

　病院・施設から在宅・地域へとサービス体系

が転換し、疾病の治療だけでなく継続的な生活

支援が求められ、対象者の生活の質の改善・向

上を目的とするようになると、「チーム医療」で

は、病院内に限局し、医療分野以外の領域との

連携が見えない狭い範囲での連携にとどまって

しまう。そのため、より広範な意味を含む多職

種連携や IPWが適した用語として用いられる

ようになってきたのではないかと考える。

　以上の結果より、ワーキンググループでは、

表２　多職種連携をキーワードとした原著論文数（医中誌2000年～ 2014年）

年 2000 2003 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 合計

院内 1 1 1 4 4 3 4 7 14 15 21 75
地域連携 3 6 9
在宅看護・在宅医療 2 1 5 4 6 15 33
施設 1 3 1 3 8
教育 1 1 3 1 2 3 6 17
学校 1 1
災害 1 1 2
その他 3 1 7 4 6 9 30

合計 1 1 2 4 4 9 10 23 25 36 60 175
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他職種連携から多職種連携へ、チーム医療から

IPWへと思考を転換し、本学部における IPEを

捉えていくこととした。

Ⅲ　本学部における「多職種連携」の定義

　1996年に池川、田村らが IPWを「専門職間の

連携と協働」と訳し、Inter-professionalの特徴と

して、「専門職が相互作用しあう学習の上に成

り立つ協働関係である」と説明している。吉本

（2001）は「IPWを複数の領域の専門職者が各々

の技術と役割をもとに、共通の目標を目指す協

働」と述べている。

　また、多職種連携教育の開発と推進を目的と

して設立されたCAIPEで発刊された文献より、

当初から IPEという用語を用いており、ワーキ

ンググループでは、「多職種連携協働（IPW）」

のための「多職種連携教育（IPE）」、この IPW ／

IPEを含めて「多職種連携」とした。

　以上の文献などを概観し、本学では多職種連

携を「2つ以上の複数の領域の専門職者がそれ

ぞれの専門性を提供し合い、相互作用しつつ連

携することである。共通の合意した目標を目

指すことを基盤として、各職種は同等性を保

ち、多様性や独自性の尊重と承認をすること

が連携の要素である」と定義した。さらに、こ

こでいう専門職者を「当事者およびその家族、

当事者を取り巻く地域住民（例えば民生委員、

自治会長、老人クラブの代表、子育て支援グ

ループリーダーなど）も含む」ものとした。これ

は、WHOフレームワークで示された連携実践

（Collaborative practice）（2010）の Key concepts

に示された「連携実践は、異なる背景を持つ専

門職からなる多職種の保健医療ヘルスワーカー

が、質の高いケアを提供するために、患者、そ

の家族、介護者、そして地域の人々と一緒に働

くことによって行われる」という考えを根拠と

したものである。

　多職種連携のめざす「共通の合意した目標」と

は、すなわち当事者の課題の解決である。彼ら

は専門的な職業や資格を有しているとは限らな

いが、課題をもっとも理解している当事者、家

族や当事者を支援する地域住民は、課題の体験

や支援をとおして多くの経験知を有している。

当事者の課題を中心に置き、共通の合意した目

標を目指すための連携実践に参加・協働する一

員として、当事者および当事者を取り巻く家族、

隣人・友人、民生委員などインフォーマルな人々

も含めて考えることとした。

Ⅳ　本学部におけるIPEの捉え方

　CAIPEによる IPEの定義は、「複数の領域の

専門職者が連携およびケアの質を改善するため

に、同じ場所でともに学び、お互いから学び

合いながら、お互いのことを学ぶこと」と示さ

れている（埼玉県立大学，2009）。本学部では、

IPEを「複数の学部学生が、お互いから学び合

いながら、お互いについて学習すること。相互

交流・作用があるもの」と捉え、さらに地域に

おける保健、医療、福祉、教育における連携を

めざすこととした。

　多職種連携に求められる能力として、①自己

理解　②他者理解　③各職種の役割や機能の概

要の理解　④類似点と相違点を理解する努力　

⑤連携の目的の自覚・共有　⑥信頼関係構築の

努力　⑦コミュニケーション力　の7点を挙げ

た。

　4年間のカリキュラムをとおして様々な科目

の中にこれらを織り込み、学生への浸透を図り、

段階的に多職種連携を教育できることを目的

に、関連科目を明確に位置づけるとともに、各

学年の到達目標および行動目標を定めた（図２・

表３）。そして、1年次に開講する「多職種連携論」

から4年次の「多職種連携実践演習」までの教育

に反映させることをめざす。

１年次　IP-Communication　

　1年次は、多職種以前に看護職自体のイメー

ジが具体的ではない状態である。そこで、看護

の専門性を学習しながら、多職種連携に必要不

可欠な能力である「コミュニケーション力」を育
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成することを目的に、「多職種連携論」に加え「基

礎セミナーⅠ」「コミュニケーション論」などの

科目を位置づけた。これらにより「他者の多様

性と独自性を尊重し、承認することができる」

ことを到達目標とした。

２年次　IP-Role ＆ Responsibility

　各看護学概論をはじめ小児・老年Ⅰ看護学実

習が開講されるため、到達目標を「看護専門職

およびその他複数の専門職の役割と責務を理解

することができる」こととした。

表３　多職種連携に関する到達目標・行動目標　　　　　

キーコンセプト 到達目標・行動目標

IP-Communication

他者の多様性と独自性を尊重し、承認することができる。

①グループワークに積極的に参加することができる。

②自分の意見を主張しながらも、他者の意見を尊重して聴く態度を示すことができる。

③グループ内での建設的なディスカッションに貢献することができる。

④ 多職種連携論の授業を通して、他者の多様性と独自性を尊重し、承認することの必要性

を理解することができる。

IP-Role &
Responsibility

看護専門職およびその他複数の専門職の役割と責務を理解することができる。

①看護職の役割と機能を述べることができる。

②他の専門職の役割と機能を述べることができる。

③協働する仲間として、他の専門職を肯定的に捉えることができる。

④積極的なディスカッションをすることで、自己と他者の役割と責務を知ることができる。

IP-Solution

合意した共通の目標を達成するための看護計画を立案することができる。

① ディスカッションを通して、対象者を始めとする多職種で合意した共通の目標を設定す

ることができる。

②対象者に応じた目標を達成するために、看護職の役割と限界を述べることができる。

③看護職以外への要望を述べることができる。

④目標に沿って、看護計画を立案することができる。

Integration

これまで学習した多職種連携に必要な知識や技術を統合することができる。

①看護職の専門性と独自性について、自分の考えを整理して述べることができる。

②対象者・専門職間の対立を理解し、問題解決の方法を述べることができる。

③実習した病院・施設における多職種の役割と専門性について述べることができる。

④多職種連携によって、対象者に対するケアの質が高まることを理解することができる。

図２　看護学部における多職種連携の到達目標と関連科目
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３年次　IP-Solution

　各看護学援助論および看護学実習が開講され

る。学内で学んだ多職種連携の実際を実習で学

ぶ機会を得る。そこで、各看護学援助論に加え

「退院支援論」「クリニカルコミュニケーション」

で多職種連携の内容・方法などを再確認し、参

加できる範囲で多職種連携の実際に携わること

を期待した。その成果として、多職種連携を行っ

たうえで「合意した共通の目標を達成するため

の看護計画を立案することができる」ことを到

達目標とした。

４年次　Integration

　「これまで学習した多職種連携に必要な知識

や技術を統合することができる」ことを到達目

標とした。4年次は、養護教諭・保健師教育課

程等の選択によって、履修する科目が異なる。

「SPP技術指導演習」と「多職種連携実践演習」の

2科目のうちいずれか1科目が選択必修科目で

ある。「多職種連携実践演習」は、養護教諭・保

健師教育課程を選択した学生にとって外部機関

との多職種連携がより必要となることから必修

科目である。どの課程であれ、「継続看護実習」、

「終末期看護実習」、「統合看護実習」などで多職

種連携に必要な知識や技術が統合できることを

めざすこととした。

Ⅴ　今後の課題と方向性

　本学部は2015年に開学し、昨年初めての「多

職種連携論」の授業を終えた。ワーキンググルー

プは、この授業終了後に立ち上げたため、初年

度の学生には本取り組みの全容を十分に伝えら

れたとは言いがたい。関連科目の教育を行いな

がら、「多職種連携」の定義の見直しや教育方法・

内容、コンピテンシーの検討を並行していく必

要がある。

　また、学生の多職種連携に関する認識の変化

について、4年間を通して継続的・縦断的な評

価をしていかなければならない。ただし、教員

が IPEの重要性を認識し、知識の向上とともに

意志の統一が図れなければ、学生への十分な浸

透は難しく、学部のカリキュラムの特徴と位置

付けることはできない。

　昨年実施した看護学部FD研修会「アサーティ

ブに話そう！私たちが考える多職種連携」では、

「多職種連携の必要性は認識しているが、現場

で働く看護師も含め、その知識は不十分である。

教育する際には、科目間の連動や関連性、4年

間を通した学習の積み上げや学習内容の統合な

ど考える必要がある」などの意見が出された。

よって、教員の多職種連携に関する認識や知識

の向上を図るために、継続して研修会を開催す

るとともに、適宜、教育方法・内容の妥当性等

について評価を行う必要がある。

　また、学内で保健医療福祉関連の専門職種と

の連携教育という形態をとることができない

が、教育学部特別支援教育専修・保育専修との

合同演習は、本学ならではの教育職との連携で

ある。であるからこそ本学独自の保健医療福祉

関連という職種にとらわれない多職種連携を生

み出すことが可能ではないかと考える。さらに、

短期大学部幼児教育学科などと共に学ぶ教育連

携についても、今後検討したい。　

　

Ⅵ　まとめ

　多職種連携ワーキンググループで、英国など

の多職種連携に関する取り組み、わが国の多職

種連携の概念や歴史的変遷、保健医療福祉の実

践を概観してきた。それに則り、本学の教育方

針に基づいて IPEを位置づけ、到達目標・行動

目標を設定した。これらの過程をとおして、多

職種が連携・協働し、当事者中心の医療やケア

を提供していく IPWの必要性と重要性を理解

し、その維持・向上のために看護学部生に IPE

が必要不可欠なものであるという認識をさらに

深めることができた。

　看護職の活躍の場は病院・施設内にとどまら

ない。地域で生活する利用者・対象者に対して、

質の高い看護・ケアを提供するために、保健・

医療・福祉・教育・行政など多くの職種と連携・
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協働できる看護実践能力の育成が急務の課題で

ある。本学部の IPEは、まだ始まったばかりと

はいえ、すでに始まっていることを教員全員が

認識し、IPEに一層取り組んでいかなければな

らない。
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